
議案第 28 号 

 

 

令 和 ８ 年 度 屋 久 島 町 国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 予 算 

 

 

令和８年度屋久島町の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 1,984,054 千円と定める。 

２　歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表　歳入歳出予算」による。 

 

　（歳出予算の流用） 

第２条　地方自治法第 220 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。 

　(1)　各項に計上した給料、職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の

間の流用 

　(2)　保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

 

令 和 ８ 年 ３ 月 1 0 日 提 出 

屋 久 島 町 長 　 　 荒 木 　 耕 治 

 







１　総　括
歳　入 （単位：千円）

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比  　　較

1 国 民 健 康 保 険 税 273,357 257,696 15,661

4 使 用 料 及 び 手 数 料 250 300 △50

5 国 庫 支 出 金 0 1,199 △1,199

6 県 支 出 金 1,524,469 1,480,437 44,032

8 財 産 収 入 1 1 0

10 繰 入 金 184,775 181,104 3,671

11 繰 越 金 1 1 0

12 諸 収 入 1,201 1,201 0

1,984,054 1,921,939 62,115

歳　出 （単位：千円）

歳 入 歳 出 予 算 事 項 別 明 細 書

款

           歳     入     合     計

本年度予算額 前年度予算額 比  　較

国県支出金 地  方  債 そ  の  他

1 総 務 費 28,987 29,820 △833 510 1 28,476

2 保 険 給 付 費 1,506,635 1,455,864 50,771 1,495,840 10,795

3 国 民 健 康 保 険 事 業 費 納 付 金 417,478 414,474 3,004 18,653 201 398,624

5 保 健 事 業 費 23,494 20,469 3,025 9,466 14,028

6 基 金 積 立 金 1 1 0 1

8 諸 支 出 金 7,159 1,011 6,148 7,159

9 予 備 費 300 300 0 300

1,984,054 1,921,939 62,115 1,524,469 202 459,383

本  年  度  予  算  額  の  財  源  内  訳

款 特  　定　  財 　 源

           歳     出     合     計

一般財源
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１　特　　別　　職 国　保　事　業

報 酬 給 料 期末手当（千円） 地域手当 寒冷地手当 その他の手当 計

（人） （千円） （千円） 年間支給率（月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

長 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

そ の 他 12 177 0 0 0 0 0 177 0 177

計 12 177 0 0 0 0 0 177 0 177

長 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

そ の 他 12 118 0 0 0 0 0 118 0 118

計 12 118 0 0 0 0 0 118 0 118

長 等 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議 員 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

そ の 他 0 △ 59 0 0 0 0 0 △ 59 0 △ 59

計 0 △ 59 0 0 0 0 0 △ 59 0 △ 59

２　一　　般　　職

（１）　総　　括

（人）

前 年 度 3 0 10,439 6,251 16,690

本 年 度 3 0 11,036 7,246 18,282

比 較 0 0 597 995 1,592

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

給 与 費

備考　１　長等とは、町長、副町長をいい、その他の特別職とは長等及び議員以外の特別職をいう。

　　　２　この表は、報酬又は給料をもって支弁される特別職の職員で予算の積算の基礎となったものについて記載すること。

　　　３　給与費欄のその他の手当欄に記載した場合は、備考欄に当該手当の内容を具体的に記載すること。

給 与 費

3,346 20,036

3,490 21,772

144 1,736

区 分
職 員 数 共済費 合 計

備 考

前 年 度

本 年 度

比 較

区 分
職 員 数

共  済  費 （千円） 合     計 （千円） 備 考
報酬 （千円） 給料 （千円） 職員手当（千円） 計 （千円）



期末勤勉手当 扶養手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当 時間外手当 へき地勤務手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

前 年 度 3,791 234 371 240 120 0 562 0

本 年 度 4,556 216 240 240 120 0 549 0

比 較 765 △ 18 △ 131 0 0 0 △ 13 0

（千円） （千円）

前 年 度 0 0

本 年 度 0 0

比 較 0 0

備考　　この表は、報酬又は給料をもって支弁される一般職の職員（事業支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載

　　　すること。

（２）　給料及び職員手当の増減額明細

区 分 増減額 （千円） 　（千円）

233

29

335

765

230

備考　１　増減欄の金額は、「（１）総括」の給料及び職員手当てのそれぞれの比較金額と一致すること。

　　　２　説明欄には、増減事由別内訳の金額の積算等を適宜記載するとともに、職員手当の制度改正に伴う増減分について当該手当ての種類別の

　　　　内訳を記載すること。

勤務手当（千円） 手当（千円） 負担金（千円）

0 0 933

0 0 1,325

0 0 392

増 減 事 由 別 内 訳 説 明 備 考

給 料 改 定 に 伴 う 増 減 分 給与改正に伴うもの

昇 給 に 伴 う 増 加 分 制度改正に伴うもの

そ の 他 の 増 減 分 職員構成等に伴うもの

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分 制度改正に伴うもの

そ の 他 の 増 減 分
退職手当の負担金率の変更等
に伴うもの

区 分

区 分
特殊勤務手当 宿日直手当 管理職員特別 初任給調整 退職手当組合

給 料 597

職 員 手 当 995

職員手当の内訳



（３）　給料及び職員手当ての状況

　ア　職員一人あたり給与

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 医 療 職 幼 稚 園 そ の 他 の 教 員

平均給料月額 （円） 323,700

平均給与月額 （円） 353,750

平均年齢 （歳） 40.04

平均給料月額 （円） 305,633

平均給与月額 （円） 328,600

平均年齢 （歳） 35.06

　イ　初　任　給

一般行政職 （円） 技能労務職 （円） 医療職一 （円） 医療職二 （円） 医療職三 （円） 教育職 （円）

高 校 卒 200,300 － 201,000 － －

大 学 卒 232,000 380,800 239,800 269,100 252,700

高 校 卒 200,300 － 201,000 － －

大 学 卒 232,000 380,800 239,800 269,100 252,700

一 般 職 員 教 育 職 員

区 分

区 分

令和7年4月1日

令和8年4月1日

町

国



　ウ　級別職員数

級 職員数 (人) 構成比 (％) 級 職員数 (人) 構成比 (％) 級 職員数 (人) 構成比 (％) 級 職員数 (人) 構成比 (％)

１ 級 １ 級 １ 級 １ 級

2 級 2 級 2 級 2 級

3 級 1 50.0 3 級 3 級 3 級

4 級 1 50.0 4 級 4 級 4 級

５ 級 ５ 級 ５ 級

６ 級 ６ 級 ６ 級

７ 級 ７ 級 ７ 級

計 2 100.0 計 計 計

級 職員数 (人) 構成比 (％) 級 職員数 (人) 構成比 (％) 級 職員数 (人) 構成比 (％) 級 職員数 (人) 構成比 (％)

１ 級 1 33.3 １ 級 １ 級 １ 級

2 級 2 級 2 級 2 級

3 級 1 33.3 3 級 3 級 3 級

4 級 1 33.3 4 級 4 級 4 級

５ 級 ５ 級 ５ 級

６ 級 ６ 級 ６ 級

７ 級 ７ 級 ７ 級

計 3 100.0 計 計 計

（給別の標準的な職務内容）

区 分

行 政 職

区 分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 医 療 職 教 育 職

１ 級 2 級 3 級 4 級 5 級 ６ 級 7 級

1 主事補若しくは技師
補又は主事若しくは技
師の職務

2 船舶の乗組員の職務

1 主任の職務

2 相当の技能または経験を
必要とする船舶の乗組員の
職務

1 主査の職務

2 高度な技能又は経験を必
要とする船舶の乗組員の職
務

1 主幹及び係長の職務

2 相当な技能又は経験を有
する船舶の各次長の職務

1 統括係長及び出先機関の
次長の職務

2 専門官の職務

3 船舶の各長の職務

1 課長､所長若しくは事務
局長の職務又は出先機関の
長若しくは参事の職務

2 船舶の船長

特に重要な業務を所掌する
課長等の職務

令和7年4月1日

令和8年4月1日



　エ　昇　　給　

2号給 （人）

3号給 （人）

4号給 （人）

6号給 （人）

8号給 （人）

2号給 （人）

3号給 （人）

4号給 （人）

6号給 （人）

8号給 （人）

　オ　期末手当・勤勉手当

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 医 療 職 教 育 職

職　　 員 　　数 (A)　(人) 2 2

昇給に係る職員数 (B)　(人) 2 2

2 2

比　　　　　率　　　(B)/(A)　　(％) 100.0 100.0

職　　 員 　　数 (A)　(人) 3 3

昇給に係る職員数 (B)　(人) 3 3

1 1

2 2

比　　　　　率　　　(B)/(A)　　(％) 100.0 100.0

給 期 別 支 給 率

６　月　（月分） 12　月 （月分）

前 年 度 2.300 2.300 4.60 有

本 年 度 2.325 2.325 4.65 有

国 の 制 度 2.325 2.325 4.65 有

区 分 合 計

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

区 分 支給率計 （月分）
職制上の段階職務の
級等による加算措置

備 考

前

年

度

本

年

度



　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　キ　地域手当

　ク　特殊勤務手当

　ケ　その他の手当

区 分 20年勤続者の者
（月分）

25年勤続者の者
（月分）

30年勤続者の者
（月分）

最高限度額
（月分）

その他の加算措置等 備 考

支 給 率 等 26.365500 33.270750 40.803750 47.709000
定年前早期退
職特例措置

国 の 制 度
( 支 給 率 等 ）

24.586875 33.270750 40.803750 47.709000
定年前早期退
職特例措置

支 給 対 象 地 域

支　　　　　給　　　　　率　　　　（％）

国の指定基準に基づく支給率（％）

代 表 的 な 職 種

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 医 療 職 教 育 職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （ ％ ）

支　 給　 対　 象　 職　 員　 の　 比　 率
（令和8年4月１日）

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同

住 居 手 当 同

通 勤 手 当 異 自動車通勤者については距離加算あり

区 分 全 職 種



（単位；千円）

令和８年度

2,450 令和７年度 488 ～ 1,954 1,954

令和11年度

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
及び支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　

前 年 度 末 ま で の 当 該 年 度 以 降 の 左　　の　　財　　源　　内　　訳

支 出 （ 見 込 ） 額 支 出 予 定 額 特　　　定　　　財　　　源
事 項 限 度 額 一 般

財 源期 間 金 額 期 間 金 額
国 ・ 県
支 出 金

地 方 債 そ の 他

国民健康保険情報データベースシステム保守業務委託
に係る経費


